
 

一般社団法人 日本専門医機構 

第6期第10回理事会 議事概要 

 

１．  開催日時 2025年3月21日（金） 16時00分～18時35分 

１．  開催場所 日本専門医機構会議室（会場およびWEB会議） 

 

 

Ⅰ．第6期第9回理事会（2月21日開催）議事録の確認 

渡辺理事長より、第6期第9回理事会（2月21日開催）の議事録の確認が行われ、問題がある場合

は申し出て頂くこととした。 

 

Ⅱ．協議事項 

１．専門研修プログラム委員会 

(1) プログラム整備基準の変更について（産婦人科） 

岡田理事より、産婦人科領域の専門研修プログラム整備基準の変更が諮られ、承認された。主

な変更内容は、修了要件の一部修正（日本産科婦人科学会点数の付与終了の反映）、プログラム

の休止・中断条件の追加（防衛医科大学校出身者が自衛隊幹部学校に入校した場合に対応）、研

修期間に関する記述の変更（常勤勤務であることの明文化および同一施設3ケ月以上の研修を求め

る対象者の明確化）の3点である。 

 

(2) プログラム廃止について 

岡田理事より、産婦人科領域で専門研修プログラム廃止の申請が1件あったことが諮られ、承認

された。廃止理由は、佐賀県からの要望書に基づき、同県における医師数、ひいては指導医数に

限りがあることから、同県内のプログラム統合を行い、指導医を研修に注力させるためである。 

 

２．研究医養成に関するワーキンググループ 

(1)「研究医養成に関するワーキング パンフレット・ポスター作成」外部委託費について 

岡田理事より、今年度および来年度予算確定後に本ワーキンググループで検討および承認され

たため予算措置されていないが、2026年度専攻医募集に向けて6月以降開催予定のレジナビで臨床

研究医コースの周知・広報のためのパンフレットとポスター制作を外部委託するにあたり、3社か

ら見積り提出を受け検討した結果、当機構から総合診療専門医のパンフレット制作で委託実績が

あること、医療分野を専門とした制作会社であり適切な図表やオリジナルイラストの制作、プロ

によるライティングも可能であること、以上の理由により、株式会社嵯峨野が委託先として適当

であると決定したことが諮られ、承認された。 

 

３．総務委員会 

(1)令和6（2024）年度事業報告 

矢冨理事より、各委員会の委員長に対し、令和6年度（2024年度）事業報告の執筆を依頼するこ

とが諮られ、承認された。 

 

(2)第6期各委員会活動における目的・目標について 

矢冨理事より、1月開催の理事会で承認された第6期各委員会活動における目的・目標について、

運営委員会の目的に「運営委員会自体も独自の提案を理事会に挙げる機能を有する会議体とする」

という文章を追加することが諮られ、承認された。 



 

また、同じく1月開催の理事会で承認された各委員会の成立要件および議決要件の統一（委員会

の成立要件は委員総数の過半数の出席とすることおよび議決要件は出席委員の過半数とすること

を基本とし、そこから各委員会の性質にあわせてカスタマイズ可能）について、各委員長にこの

ルールで運用可能か確認したところ、倫理・COI委員会はその性質上、議決要件を「全員一致を基

本とするが、やむを得ない場合には出席委員の過半数の議決とする」とすることが諮られ、承認

された。 

 

(3)各種規程改定 

1) 委員会規程 

矢冨理事より、現在の当機構の委員会に関する規程として、2016年作成の委員会総則、2020年

作成の委員会規程があるが、その内容を比較したところ、後年に作成された委員会規程は先に作

成された委員会総則の更新版であることを確認したため、2020年の委員会規程制定時に行うべき

であった委員会総則の廃止を行うことが諮られ、承認された。 

また、委員会規程に、本理事会で承認された各委員会の成立要件および議決要件に関する規程

を追加するとともに、既に運用されている内容を明文化する意味で委員会名称の変更に関する規

定および委員会での必要に応じたワーキンググループの設置に関する規定を追加することが諮ら

れ、承認された。なお、本規程の改定は、4月1日施行とする。 

 

2) 情報セキュリティ関連規程 

矢冨理事より、プライバシーマーク取得前および事務所移転前に策定した情報セキュリティ関

連規程規定について、プライバシーマークに関する規程と重複する点や移転後の環境に即さない

点があるため、現状に合わせて更新した改定版が諮られ、承認された。こちらも、本規程の改定

は、4月1日施行とする。 

 

(4)理事会への収支報告について 

矢冨理事より、1月開催の理事会において、会計伝票運用規則の別表である「支払い職務権限一

覧表」への但し書きとして、500万円以上の支払いに関しては理事会の承認を、100万円以上の支

払いは理事会への報告が必要であることを付記することが承認され、2月から支払報告を開始して

いるが、現在株式会社日経メディカル開発に委託している認定証作成に係る支払いについて、作

成単価が定まっていることおよびひと月の認定証作成枚数によっては１回の支払金額が500万円を

超える月が度々あることから、経理実務上の例外として、理事会における報告事項とすることが

諮られ、承認された。 

 

４．データベース検討委員会 

(1) サブスペシャルティ領域研修に関するデータ管理について 

松村理事より、当機構システムにおけるサブスペシャルティ領域に関するデータについて、基

本領域と同様に必要最低限の項目を管理すること、サブスペシャルティ領域学会事務局からデー

タの提供を受けて当機構で入力すること、専攻医の医籍登録番号および研修の質を担保するため

に必要な研修開始日・修了日については各領域学会がデータを所有しているため入力・反映させ

るが、研修施設については領域学会ごとにデータ把握のタイミングが異なる等の課題があるため

任意入力とし、当機構システムの専攻医マイページには当面は反映させない（将来的には反映さ

れる仕様とする）という対応を行うことが諮られ、承認された。 

 

(2) 医籍登録番号確認AI システムの導入 



 

松村理事より、JMSB Online System+への年間約1万人の専攻医登録のうち数％程度に医籍登録

番号の不備があり、現状医師免許証との照合確認の全件を担当者が1年がかりで目視で確認してい

るが多くの時間と労力を要していることから、医籍登録番号確認AIシステムの導入を検討したう

えで当該AIシステム構築の専門業者3社から見積りを取り、システム構築費用、運用費用、および

実績等を比較した結果、委員会としては、構築費用500万円、運用費用0円かつ実績豊富な株式会

社AVILENに委託するのが適当であると決定したことが諮られた。 

最終的に、理事から出た細かな確認事項に関しては事務局から業者に再確認すること、本理事

会での説明と齟齬があった場合には改めて理事会に諮ること、以上を条件に、本件は承認された。 

 

５．専攻医募集方法に関する検討ワーキンググループ 

(1) 3月31日開催「専攻医募集方法に関する検討ワーキング シンポジウム」外部委託費について 

北村理事より、3月31日にオンラインにて開催予定の「専攻医募集方法に関する検討ワーキング

グループ シンポジウム」の参加者募集の結果、申込みが約1,300人以上にのぼり、当機構の設備

では万全の対応が難しいと判断したことから、WEB配信業者3社から見積りを取ったところ、業務

内訳はほぼ同等であったため、見積金額がもっとも低かった株式会社SC-Laboに委託することが諮

られ、承認された。 

 

６．専門医認定・更新委員会 

(1) 専門医新規・更新認定審査 

1) 基本領域認定審査：内科、小児科 

森理事より、機構の定めた認定基準に基づき学会の一次審査に合格した内科（2024年度82名、2

023年度7名、2022年度2名）、小児科（487名）の専攻医について、委員会での二次審査の結果、

機構認定専門医として新規認定したことが報告され、承認された。 

 

2) 基本領域更新審査：整形外科、臨床検査、リハビリテーション科、皮膚科、脳神経外科、放射

線科、精神科、形成外科、麻酔科、泌尿器科（休止） 

森理事より、機構の定めた基準に基づき学会の一次審査に合格した整形外科（3,163名）、臨床

検査（93名）、リハビリテーション科（456名）、皮膚科（438名）、脳神経外科（2024年度20名、

2025年度1,755名）、放射線科（1名）、精神科（1,757名）、形成外科（658名）、麻酔科（2,026

名）の専門医について、委員会での二次審査の結果、機構認定専門医として承認したことが報告

され、認定が承認された。 

また、臨床検査(7名)、リハビリテーション科（7名）、精神科（52名）の専門医の更新猶予・

延長申請、麻酔科（37名）、泌尿器科（2名）の更新休止について諮られ、承認された。 

 

(2) 総合診療の新型コロナウイルス感染症パンデミックに係る特別措置について 

森理事より、総合診療領域における新型コロナウイルス感染症パンデミックに係る特別措置と

して、必修ローテート分野の経験目標についてローテート期間以外の症例を認める、1年間に限り

修了審査を猶予する等の対応を取ることが諮られ、承認された。 

 

(3) 外科領域の機構への移行について 

森理事より、外科領域から2026年度から基本領域よびサブスペシャルティ領域ともに2026年12

月31日までの認定期間の学会専門医を機構専門医に移行させることを希望していること、そのう

えで、基本領域とサブスペシャルティ領域の同時更新が可能か、（学会認定）サブスペシャルテ

ィ領域専門医の機構認定への移行はいつから可能になるかの2点について照会があったことが説明

された。 



 

まず、外科領域の連動更新自体は以前理事会承認しているが、あくまでも基本領域が機構専門

医であるという前提であり、今回の照会は、基本領域が学会専門医である場合にサブスペシャル

ティ領域も同時に更新できるかというものである。整備指針においては、サブスペシャルティ領

域の専門医資格を更新する際は基本領域が機構専門医であることが必要との記載があるが、外科

領域は基本領域の専門医更新とサブスペシャルティ領域の専門医更新が同時期の先生の場合は基

本領域とサブスペシャルティ領域の専門医を同時に更新したいとの意向を示している。 

以上を踏まえ、本件について、委員会では、基本領域である外科専門医更新基準はすでに理事

会承認されており、その基準に基き基本領域の更新が行われること（2026年度、2027年度更新者

においては配慮あり）、サブスペシャルティ領域においては、機構認定サブスペシャルティ領域

「専門医の認定・更新」に関する整備指針の改定が遅れているため学会更新要件で更新いただく

ことが決定していること、以上の理由により、外科領域の同時更新は認めること、移行可能時期

は明言できないこと、以上を回答することが諮られ、承認された。なお、今後新たに規定される

更新基準に関しては引き続き検討を行うことを付記することが提案され、事務局で対応すること

とした。 

 

７．事務局長候補者について 

渡辺理事長より、事務局長の選任について、当機構の事務局長候補者を募集した結果多数の応

募者があり、選考実施主体である機構体制検討ワーキンググループ委員複数名同席および事務局

職員2名陪席のもとで、書類選考通過者に面接を実施し、同ワーキンググループにおいて委員全員

で選考を行った結果、若松氏を事務局長とすることが諮られ、承認された。 

理事からは、まずは専門医制度や学会等についての見識を深めていただくのが重要だという意

見が出され、渡辺理事長から、今回の募集では学会および行政機関に関するCOIがない方を対象と

したこと、着任後は専門医制度および当機構の体制・規程等の理解や事務局職員との話し合いか

ら始めていただく予定との説明がなされた。 

なお、応募者選考に関する議論については、当該応募者の個人情報を含むことから、本議事録

においても議論内容を含め詳細な記載は行わないこととする。 

 

８．追加採用について 

渡辺理事長より、応募者のうち、今回の事務局長選考からは外れたが、事務局長を補佐する次

長格の地位を役職とする職員として1名追加採用をすることが諮られ、承認された。 

 

Ⅲ．報告事項 

１．各種委員会報告 

(1) 専門研修プログラム委員会 

岡田理事より、産婦人科領域で1施設、麻酔科領域で1施設、眼科領域で3施設の連携施設追加の

申請があり、承認したことが報告された。 

また、3月13日に2024年度第10回専門研修プログラム委員会を開催したことが報告された。 

 

(2) 研究医養成に関するワーキンググループ 

岡田理事より、3月14日に2024年度第7回研究医養成に関するワーキンググループを開催したこ

と、専攻医、責任医療機関および学会からの臨床研究医コースに関する多数の問合せについて確

認を行っており、2021年度および2022年度開始の専攻医が研究フェーズに入っており2026年度修

了となる専攻医もいることから現在は修了要件に関わる質問が多く寄せられていること、2026年

度に本コース初の修了生が誕生するのに備えて修了承認までの流れについて審議を進めていくこ

とが報告された。 



 

また、日本専門医機構臨床研究医優秀賞の実施概要についても、公開前の最終確認を行ったこ

とも併せて報告された。 

 

(3) 総務委員会 

矢冨理事より、3月10日に2024年度第5回総務委員会を開催したことが報告された。 

 

(4) 専門医認定・更新委員会 

森理事より、2月6日に2024年度第8回専門医認定・更新委員会を開催したことが報告され、議事

録が示された。 

 

(5) サブスペシャルティ領域検討委員会 

江口理事より、3月7日に2024年度第11回サブスペシャルティ領域検討委員会を開催したこと、本

日資料提示した議事次第に基づき議論を行ったことが報告された。 

 

(6) 総合診療専門医検討委員会 

飯野理事より、2月25日に第7回総合診療専門医検討委員会を開催し、総合診療専門医領域の学

会の連携を目的としたコンソーシアムの準備委員会を設置したこと、2025年度総合診療専門医認

定試験・更新試験の実施要領について協議を行い、10月5日実施を決定したことが報告された。 

 

(7)「専門研修プログラム委員会」「研修検討委員会(プログラム等)」合同会議 

江口理事より、3月5日に「専門研修プログラム委員会」「研修検討委員会(プログラム等)」合

同会会議を開催し、2026年度開始予定専門研修プログラムのスケジュール・申請項目、専攻医の

研修実績確認についての手順、特定の理由による研修開始の遅れに関する運用、臨床研修医コー

スの年次報告の予定等について報告したことが報告された。 

 

(8) 地域医療・定員問題検討委員会 

渡辺理事長より、2月26日に2024年度第4回地域医療・定員問題検討委員会を開催し、2025年度

専攻医募集結果を報告したこと、医道審議会医師分科会医師専門研修部会で提案された2026年度

シーリングの基本方針について厚生労働省担当者による説明があり委員からは特段の異論は出な

かったことが報告された。また、基本方針の主な内容は、都道府県の人口を考慮してシーリング

を検討すること、これまでシーリングの枠外に設定していた特別地域連携プログラムをシーリン

グ枠内に設定すること、専門研修指導医の派遣実績に応じて、通常枠内における定員に一定の割

合を上限として加算することが説明された。 

さらに、3月4日に第1回2026年度専門医養成数に関する検討協議会全体会議を開催し、同会議に

おいても、2025年度専攻医募集結果の報告、2026年度シーリングの基本方針の説明を行ったとこ

ろ、シーリングの方針については様々な意見が出されたこと、シーリングの意義をはじめ、特に

指導医の派遣実績について議論が交わされたことが報告された。また、今年度も11月1日からの専

攻医募集開始としたいことから、次回の地域医療・定員問題検討委員会を4月上旬に開催すること

を目標として各基本領域学会に意見書の提出を求めていること、当該委員会における決定事項を

再度基本領域学会に説明するスケジュールを予定していることが併せて報告された。 

 

(9) 必要専門医数検討ワーキンググループ 

齊藤副理事長より、3月11日に第5回必要専門医数検討ワーキンググループを開催したこと、各

基本領域学会へのヒアリング結果をまとめる段階に入っており、専門医制度全体のビジョンを考

えるうえで、ジェネラリストとスペシャリストに大きく分けて整理する必要があるという意見に



 

集約され、ジェネラリストに該当するのは誰かについて検討する必要があることを含め、議論を

行ったことが報告された。また、渡辺理事長から必要専門医数および専門医制度全体のビジョン

に関するシンポジウム開催の提案があることも併せて報告された。 

 

(10) 外部評価委員会 

 外部評価委員会からの資料提示があった。 

 

２．専攻医登録状況について 

渡辺理事長より、2025年度研修開始予定の専攻医登録数の確定値が報告された。 

 

３．高額取引報告 

事務局より、2025年2月支払分における高額取引が報告された。 

 

４．令和7年度定時社員総会について 

渡辺理事長より、令和7年6月30日に令和7年度定時社員総会を開催する予定であること、会場は

航空会館を予定していること、主な議題は令和6年度事業報告および決算報告であることが報告さ

れた。 

 

５．その他 

(1) 厚生労働省令和6 年度医療施設運営費等補助金交付決定について 

福原理事（財務委員会委員長）より、専門医に関する情報データベース作成等事業を対象とす

る厚生労働省令和6年度医療施設運営費等補助金が交付決定したことが報告された。事業に要する

経費の2分の1にあたる130,434,000円であり、前年度に引き続き今年度も概算払いという形で3月

に同額の交付（入金）済であることが併せて報告された。 

 

(2) 厚生労働省令和6 年度調査分析事業報告書について 

渡辺理事長より、厚生労働省に対して「基本領域専門研修プログラム/カリキュラムで研修を行

う医師の想定労働時間数等の調査分析事業」の報告書を提出したことが報告された。 

 

(3) 次回（3 月24 日）定例記者会見について 

浅井理事（広報委員会委員長）より、次回の定例記者会見を3月24日に開催すること、次第内容

は専攻医採用状況についてとすることが報告された。 

 

Ⅳ．その他 

 渡辺理事長より、2月21日開催の理事会で顧問弁護士就任が承認された弁護士の德永博久氏との

顧問契約の締結手続きが完了し、4月1日付で就任いただくことが報告された。 

 

 

今後の会議予定 

・第6期第11回理事会：2025年4月18日（金）16時00分～18時00分 

 

以上 


